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企業価値向上に向けた取組み
資本コストや株価を意識した経営
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⚫ ＩＲ活動の更なる強化に向けた体制整備を目的として、IR専任部署を強化するなど社内リソースの適切配分を実施

⚫ 経営陣自らが株主・投資家との対話に積極的に参加し、直接コミュニケーションを実施

⚫ 社外取締役が経営を監督する立場として、ガバナンスの現状や課題認識等について株主・投資家との対話を実施

⚫ 対話状況の開示充実のため、対話テーマを統合報告書及びコーポレートサイトで開示し、更なるエンゲージメントに繋げる

（対話回数や対応者、フィードバックについては従前よりコーポレートサイトおよびコーポレート・ガバナンス報告書で開示）

⚫ 対話を通じて把握した株主・投資家の意見や要望等については、取締役会メンバーや関係部門にフィードバック

（中期経営計画[2024年度～2026年度]策定に際しても、株主還元、資本政策、投資戦略などにおいて、対話によって得

られた意見を一部参考に方針を検討）

⚫ ESG・SDGs戦略のひとつに「投資家との積極的対話」を掲げ、業績動向、経営戦略、株主還元などのほか、環境・社会課題
やガバナンスへの取組み等について積極的に意見交換を実施

⚫ IR方針を含むディスクロージャー・ポリシーを制定し、当社グループの情報開示やIRに対する積極的な姿勢や方針を公表

⚫ フェア・ディスクロージャーの観点から、決算情報及び適時開示情報の英文の同時開示を実施

企業価値向上に向けた取組み①

⚫ 持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることが、経営上の最も重要なミッションと認識
⚫ 財務健全性と資本効率の両立に向けた取組みを実施
⚫ 事業投資において、資本コストをハードル・レートのベースに最適な経営判断
⚫ 株価を意識しながら株主還元の拡充や資本効率の向上を図るため、適正かつ安定的な配当や自己株式の取得・消却などを実施

基本的な考え方

周辺事業の加速

成長領域と位置づける周辺事業を
加速し、確固たる収益源を創出する

基本方針2 経営基盤の充実

経営を支える基盤を充実させ、

事業推進の実効性を高める

基本方針3建設事業の強化

コア事業である建設事業を強化し、

収益性を高める

基本方針1

収益力の拡大

「稼ぐ力」「選ばれる力」を徹底的に強化するとともに、周辺事業を加速させ、両利きの経営を目指します

2023年度以降の受注時採算は大幅に良化。低採算工事の影響は2024年度中に概ね解消し、中計期間中の利益向上を見込む。

株主・投資家との建設的な対話の実現に向けた取組み
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企業価値向上に向けた取組み②

前年度に引き続き、オンラインツールを活用した国内外の株主・投資家との個別ミーティング・電話会議やスモールミーティン
グ、決算説明会の開催や投資家カンファレンスへの参加など様々な手段で対話を実施しました。
また、株主・投資家との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みとして、IR専任部署を強化するなど社内リソースの
適切配分を実施し、その実施状況等についてコーポレートサイトならびにコーポレート・ガバナンス報告書にて開示しました。

株主・投資家との対話の状況

数値目標 ３ヵ年(2024～2026年度)と実績

対話者数増加率

10%増（前年度比）
（ﾐｰﾃｨﾝｸﾞや決算説明会参加者数）

2024年度実績

増加率 34.4%増

2024年度 回数 主な対応者

ｽﾓｰﾙﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 6回 社長や担当部署など

個別ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 107回 社長や担当役員、担当部署など

SR面談 16回 担当役員、担当部署など

決算説明会 ２回 社長や担当役員、担当部署など

証券会社主催
ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ

１回 社長や担当役員、担当部署など

項目 対話の主なテーマ

建設事
業環境

・受注概況や受注時採算
・国内土木事業の利益率改善要因と継続性
・国内建築事業の利益率低下要因と改善策
・業績修正の背景と修正後公表値の確度
・工事損失引当金の状況
・損失工事の発生要因と竣工時期
・資材費や労務費など建設コスト高騰の状況や見通し
・高騰したコストの価格転嫁と契約へのスライド条項の織り込み状況
・協力会社の確保状況と需給バランス
・事業環境認識や見通し

建設周
辺事業

・飯田橋再開発事業や不動産投資の状況
・SEP船への投資や洋上風力発電への取組み
・投資計画と進捗状況、投資実行力の向上に向けた取組み

業務資
本提携

・中大規模木造建築の取組状況
・住友林業㈱とのシナジー拡大方策
・相互保有株式の処分に向けた考え方

資本政
策／株
主還元

・中期経営計画（2024～2026年度）について
・最適な資本構成に関する考え方
・自己資本比率水準と追加還元に関する考え方
・配当政策及び中間配当制度導入の背景

サステ
ナビリ
ティ、
ガバナ
ンス

・人的資本経営
・2024年問題(時間外労働上限規制適用）への対応状況と影響
・ZEB、GX市場、脱炭素バイオマス燃料「ブラックバークペレット」
・監査等委員会設置会社への移行の背景
・政策保有株式の縮減状況及び更なる縮減に向けた方針

社長と機関投資家の対話
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企業価値向上に向けた取組み③

⚫ 資本コスト ： 5％程度と認識 （CAPM）

中期経営計画（2024～2026年度） 【財務目標】

⚫ 資 本 効 率 ： ROE10％以上 （27/3期）

自己資本比率45%程度 （財務健全性と資本効率の両立）

さらなる政策保有株式等の縮減に向けた取組みを取締役会決議

⚫ 利 益 配 分 ： 配当性向40%目途 （適正かつ安定的に利益還元していくことを基本方針とする）

⚫ 自己株取得 ： 事業環境の変化や各事業戦略・投資の進捗に応じて、機動的に検討 （前中期経営計画期間に100億円実施）

事業投資において資本コストをハードル・レートのベースに最適な経営判断を行うとともに、株価を意識しながら株主還元の
拡充や資本効率の向上を図るため、適正かつ安定的な配当や自己株式の取得・消却などを実施しています。

資本コストに対する現状認識と資本効率向上に向けた対応

資本コスト・ROE・PBRの推移 株主還元の推移
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企業価値向上に向けた取組み④

25/3期～27/3期

40億円

400億円

その他
50億円

再生可能
エネルギー事業

100億円

不動産開発事業
250億円計

画
期
間 •不動産開発事業：30億円

•その他：10億円

計画期間中 計上収益＊

周辺事業への投資額

周辺事業への投資 400億円

90億円

設備投資

+

・その他経営基盤への投資

（研究開発・人財・DX等）210億円

⚫ 企業価値向上に向け、財務健全性を維持しつつ資本効率の最適化を目指し
ます（自己資本比率４５%程度）。

⚫ 株主還元については、適正かつ安定的に利益還元していくことを基本方針
とします。配当性向40％を目安とし、事業環境の変化や各事業戦略・投資
の進捗に応じて、自己株式の取得を含め機動的に追加還元を検討します。

株主還元 ～中期経営計画（2024～2026）～

28/3期～36/3期
長期構想実現のため計画期間以降も投資を継続し、
2035年度までに「年間収益130億円規模」を目指す

＊累計の投資に対し、期間中に計上される収益

40%未満
40%～44%

45%以上

機械的に
追加還元

経営基盤
の強化

機動的に追加還元を検討

45％程度

自己資本比率

「財務健全性」と「資本効率」
の両立

株主還元と自己資本比率の考え方

40％目途

配当性向

適正かつ安定的に利益還元して
いくことを基本方針とする

株主還元 : １８０億円規模＊
＊２０２３～２０２５年度の決算に係る配当額
計画最終年度（２０２６年度）の配当は含まず

%

自己資本比率

⚫ 期間中に400億円規模の周辺事業への投資と90億円規模の設備投資を計画

⚫ これまでの周辺事業への投資リターンが期間中に一部発現

⚫ 2024年度から経営会議体として「投資戦略委員会」（委員長：社長）を設置
外部アドバイザーを委員として招き入れ、指導や助言を受けながら
全社的な投資戦略を検討・策定・モニタリング

⚫ 経営基盤の充実に向けた投資も拡充

投資計画 ～中期経営計画（2024～2026）～

佐山 展生 Nobuo Sayama

インテグラル株式会社代表取締役パートナー

スカイマーク株式会社代表取締役会長

一橋大学大学院経営管理研究科教授

京都大学院総合生存学館特任教授などを歴任

2024年3月/インテグラル株式会社パートナー（現任）

2024年4月/京都大学経営管理大学院特命教授（現任）

外部アドバイザー
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企業価値向上に向けた取組み⑤

「笑顔を叶える」篇

2022年7月から熊谷組の企業認知の拡大を目的に、企業広告を強化しています。

期待する効果
①採用活動支援
②営業支援
③インナーモチベーションの向上

主な実施施策

①テレビCM
②WEB広告（Yahoo!、Google、SNS広告等）
③交通広告（駅デジタルサイネージ、車内ビジョン等）
④ラジオCM
⑤新聞広告

【子世代の熊谷組認知度】企業広告開始前の17％から32.1％へUP

＊子世代：就職活動を実施する意思を持つ18~29歳の大学生・大学院生

調査方法：自社インターネット調査（調査会社のアンケートモニターを使用）
調査範囲：全国

2021年6月調査 2023年2月調査 2024年2月調査 2025年2月調査

n= 818 800 800 800

企業名認知計 17.0 24.1 29.4 32.1

■企業名は知っている　■事業内容まで少し知っている　■事業内容までよく知っている
企業名認知計：企業名は知っている＋事業内容まで少し知っている＋事業内容までよく知っているの計
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（将来事象に関する注意事項）

本資料に記載されている戦略や計画、数値目標等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前

提に基づいておりますが、経営環境の変化等によって変動する可能性がありますことをご承知おきください。


